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資料番号：１７－１

�The thermometer design�for the secondary coolant system was improved to prevent  recurring failure of the 
thermometer well due to flow-induced vibration, the direct cause of the sodium leak incident of the prototype fast 
breeder reactor" MONJU".
�To satisfy the requirements of average temperature measurement ,  response time (within 20 seconds) , avoidance and 
restraint of � syncronized vibration ,the insertion length of thermometer wells into  the pipe was shortened to 110mm 
for the  response requirement  and 60mm for the no response requirement  with a tapered shape.  
�To�simplify�the installation, thermometer wells�are�mounted� on the existing nozzles. To confirm the 
suitability of the design, analyses and experiments using the final design of the improved thermometer were performed. 
By analytical evaluation of  flow-induced vibration and strength, the structural integrity was�comfirmed. 
Additionary, through flow-induced vibration experience, analyses of vibration characteristics comfirmed the suitability. 
Furthermore, manufacture and welding  of the thermometer wells on the exsiting nozzles were comfirmed to be possible.
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�高速増殖原型炉�もんじゅ�のナトリウム漏えい事故の原因となった温度計ウェルの流力振動による破損の再
発を防止するために�改良型温度計の設計を行った�
�平均温度測定と応答時間���秒以内�及び同期振動の回避�抑制条件を満足するように�温度計ウェルの配管
内突き出し長さを応答性要求のあるものは�����に�応答性要求のないものは����に短尺化するとともに�
テ	パ形状とした�温度計ウェル取付の簡素化のため�既設の温度検出器取付管台を利用することとした�設計
の妥当性を確認するため�最終仕様の改良型温度計について解析及び試験を実施した�流力振動及び強度の解析
評価を行い構造健全性が確保できることを確認するとともに�流力振動関連試験を行い振動特性等の解析が妥当
であることを確認した�また�温度計ウェルの加工及び管台への溶接が問題なく行えることを確認した�

高速増殖原型炉「もんじゅ」の
改良型温度計の設計
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高速増殖炉�温度計ウェル�ナトリウム�漏えい�流力振動�改良設計�構造検討�構造健全性�施工性
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１．はじめに

　高速増殖原型炉「もんじゅ」（以下，「もんじゅ」
と略す）は，１９９５年１２月に２次主冷却系のナトリ
ウムが漏えいする事故が発生した。漏えいは，温
度計ウェル（以下，計装用ウェルという）の破損
によるものであった。破損メカニズムについては，
事故後実施した原因究明のための調査，試験，解
析によって，流力振動による高サイクル疲労によ
ることが判明した。
　本報告では，破損原因及び漏えい事故経験を踏
まえて，２次主冷却系設備及び補助冷却設備の改
良型温度計について，設計要求条件を基に，計装
用ウェル形状の選定，施工性及びメンテナンス性
を考慮した構造検討を行い，その結果を基に実施
した流力振動及び強度等に関する健全性評価と設
計の妥当性を確認するために実施した試験及び 
モックアップ試験について記載している。

２．改良型温度計の設計

２．１　設計の基本的考え

　今回の事故は，流力振動により計装用ウェルが
破損したことから，破損防止の観点から漏えい要
因の排除と流力振動防止の方策を検討した。改良
型温度計の設計を進める上での基本的な考え方を
図１に示す。
１）漏えい要因を排除する観点から，温度計その
ものの削減を図る。

２）ナトリウム温度計に要求される計測性能を満
足するとともに，同期振動の回避・抑制など計
装用ウェルの健全性を確保するための設計要求

を満足するものとする。
３）ナトリウム漏えい事故の教訓から，更なる信
頼性向上のため，漏えいの抑制・確認機能を付
加する。
　また，メンテナンス性及び施工性に配慮する。

（１）漏えい要因の排除
　漏えい要因を排除する観点から，２次主冷却系
設備及び補助冷却設備に現在１６本／ループ（３
ループで４８本）設置している温度計の信号用途を
再整理し，温度計そのものの本数削減を検討した。
　温度計の信号用途を表１に示す。表１に記載の
ダブルエレメント（W）とは熱電対素線が２組で
温度信号を２点取り出せるタイプである。空気冷
却器出口温度計（２本／ループ）をダブルエレメ
ントとしているのは，運転監視，制御及びインタ
ロックの重要な信号用途に用いられており，また，
補助冷却設備のナトリウム流量計の温度補正用信
号としても独立して使用されるためである。その
他の温度計はシングルエレメントであり，熱電対
素線が１組で温度信号を１点取り出せるタイプで
ある。
　補助冷却設備空気冷却器出入口（各１本／ルー
プ）の温度計については，運転監視（空気冷却器
出口温度信号の１つはナトリウム流量計の温度補
正に使用）に用いられ，同じ場所に取り付けられ
ている空気冷却器出入口（各２本／ループ）の一
方の温度計の信号を分岐して運転監視用（空気冷
却器出口温度信号の１つはナトリウム流量計温度
補正用）に利用することが可能であることから，
出入口各１本／ループの温度計（２本／ループ）
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図１　改良型温度計の基本的考え方
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を撤去し，残りの１４本／ループの温度計を改良型
に交換することとした。撤去する補助冷却設備空
気冷却器出入口温度計各１本については，撤去後
の既設管台に閉止キャップを溶接にて取り付ける
こととした。
　なお，温度計の改良とは異なる方策についても
検討を行い，配管内部に計装用ウェル（熱電対）
を挿入せずに，配管外部から温度を計測する方法
として，別途，超音波温度計等の開発試験も行っ
ている。
（２）改良型温度計への設計要求
　温度計には種々の設計要求があり，これらの設
計要求条件を満足するように設計を進める必要が
ある。改良型温度計の設計検討を行う上で考慮し
た基本的設計要求条件を以下に示す。
１）計測性能
イ）温度計仕様
温度計の仕様として以下を要求条件とした。
・計測範囲：０～６００�
・最高使用温度：５２５�

ロ）温度計応答時間（時定数）
　蒸発器出口ナトリウム温度高の原子炉トリップ
信号について，原子炉設置許可申請書・添付書類
十の安全評価に関する基本方針は，解析に使用す
る「蒸発器出口ナトリウム温度高」の原子炉のト
リップ応答時間（時定数：ある物理量が時間変化
する時に，最終目標値の1‐1/e倍（６３．２％）に達
するまでの時間）を２０秒としている。蒸発器出口
温度計（３本／ループ：安全保護系として，２out 
of 3の論理回路を構成）は，水・蒸気系での異常
発生時に（例えば，蒸発器への給水流量低下等に
よる除熱能力喪失），それを検知し，原子炉を停止
するための信号を発信するものである。
　また，過熱器出口温度計（２本／ループ：２out 
of 2の論理回路を構成）について，水・蒸気系で
の異常発生（過熱器の除熱能力低下による過熱器
下流側の温度上昇）を検知し原子炉や２次主冷却
系循環ポンプを停止する信号を発信するものであ
り，応答時間２０秒を要求条件とした。さらに，空
気冷却器出口温度計（２本／ループ：２out of 2の
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表１　温度計の信号用途

備　　　　　　考

熱電
対素
線
＊４

要求
応答
時間
＊３

設 置 目 的
本数
＊１温度計.No.温　度　計 インタ

ロック
制御
＊２

運転
監視

補助冷却設備待機時流量高インタロックの一条件
（３６０�）として使用Ｓ－○－○１210‐TE1中間熱交換器

出口

２

次

主

冷

却

設

備

水・蒸気系気水分離器ドレン弁制御のナトリウム温
度信号として使用Ｓ－－○○１210‐TE2過熱器入口

過熱器除熱能力低下監視用インタロック信号に使用
（2 out of 2論理回路を構成）Ｓ２０秒

以内○－○２210‐TE3
A，B

過熱器出口
１，２

水・蒸気系異常時に原子炉を停止するインタロック
信号（安全保護系）に使用（2 out of 3論理回路を構
成）

Ｓ２０秒
以内○－○３210‐TE4

A，B，C
蒸発器出口
Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ

空気冷却器待機時の補助冷却設備ナトリウム流量制
御に使用（運転監視および制御用として２信号を使
用）

Ｓ－－○○２210‐TE5
A，B

蒸発器出口
１，２

Ｓ－－－○１210‐TE6中間熱交換器
入口

空気冷却器出入口温度差での風量制御に使用（運転
監視および制御用として２信号を使用）Ｓ－－○○２260‐TE1

A，B
空気冷却器
入口１，２補

助

冷

却

設

備

運転監視用に用いており，260‐TE1の信号を分岐し
て利用できるため，本温度計を撤去Ｓ－－－○１260‐TE2空気冷却器

入口３

空気冷却器出入口温度差で風量を制御や異常時にポ
ンプを停止するインタロック信号に使用（2 out of 2
論理回路を構成）運転監視（ナトリウム流量計温度
補正）用としても使用

Ｗ２０秒
以内○○○２260‐TE3

A，B
空気冷却器
出口１，２

運転監視（ナトリウム流量計温度補正）用として使
用しており，260‐TE3を分岐して利用できるため，
本温度計を撤去

Ｗ－－－○１260‐TE4空気冷却器
出口３

（注記）＊１）本数は１ループ当たりの数量。＊２）制御欄の記号「○」はナトリウム系統の制御信号。＊３）要求応答時間は時定数。
（注記）＊４）Ｓはシングルエレメント（熱電対素線が１組），Ｗはダブルエレメント（熱電対素線が２組）
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論理回路を構成）についても，空気冷却器送風機
の異常を検知する信号として，応答時間２０秒を要
求条件とした。
ハ）配管内平均温度の計測
　温度計測に当たっては，配管内壁の影響を受け
ないで，配管内の平均温度を計測できることとし
た。また，応答性要求のある温度計については，
急激な温度上昇を伴う過渡事象においても平均温
度を計測できることとした。
２）計装用ウェルの健全性の確保
　運転時の温度・流速条件において問題となる振
動が生じないように，改良型温度計の計測用ウェ
ルは流力振動防止基準2），3）を満足するとともに高
温構造強度を確保する構造とした。
３）漏えいの抑制・確認機能
　万一の計装用ウェル破損に対しても，ナトリウ
ム漏えいの確認が可能なようにするとともに，計
装用ウェル内部からのナトリウム漏えいを抑制す
る構造とした。さらに計装用ウェルと温度検出器
取付管台との溶接部からの漏えいナトリウムエア
ロゾルをガスサンプリング型ナトリウム漏えい検
出器へ導けるような保温構造とした。
４）メンテナンス性

　温度検出器（熱電対）の取り出し，交換，復旧
が容易にできる構造とした。
５）施工性
　温度計の交換工事における施工性を考慮した。
（３）改良型温度計の構造
　温度計の交換計画図を図２に，従来型及び改良
型の温度計（閉止キャップ）の概略構造を図３に
それぞれ示す。上記に示した計測性能と破損の防
止要求を両方とも満足する構造とするため，計測
性能を考慮しつつ，計装用ウェルの短尺化を図り，
段付き構造からテーパ形状へと外形を変更した。
計装用ウェルの取付け法については，交換工事の
簡素化のために既設の温度検出器取付管台に取り
付けられる構造を採用した。また，温度検出器は，
万一の計装用ウェルの破損に対しても，浸入ナト
リウムの室内への漏えいを抑制するようにシール
強化するとともに，計装用ウェル内部へのナトリ
ウム漏えいを外部から確認できる構造とした。

２．２　改良型温度計の基本構造設計

２．２．１　改良型温度計の形状・主要寸法の設計

（１）　計装用ウェル形状
　計装用ウェルは，根元が太く先端部が細くなる
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図２　温度計の交換計画図
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テーパ形状を採用し，剛性が高く固有振動数を高
くとれるようにした。また，計装用ウェル先端部
まで緩やかな一様テーパとして構造不連続部をな
くし，応力集中部ができないようにした。
（２）　計装用ウェル主要寸法の設定
１）　突き出し長さ
　温度計の設計上，重要なポイントの一つである
計装用ウェルの突き出し長さ設定の考え方は以下
の通りである。
　渦励起振動による同期振動が計装用ウェルの破
損原因となったことから，同期振動を回避・抑制
するためには，従来に比べ計装用ウェルの突き出
し長さを短めに設定し，固有振動数を大きくする
ことが有効である。その一方で，配管内に生じる
温度分布を考慮し，配管壁温度の影響を受けない
で平均温度を計測するためには，ある程度の突き
出し長さが必要となる。また，蒸発器，過熱器は
ヘリカルコイル型の伝熱管を有した熱交換器であ
り，容器内のナトリウムが温度分布を持つことか
ら，容器出口配管部のナトリウムは温度分布を持
つことが予想されている。
　したがって，突き出し長さの設定は，温度計の

用途や要求される温度応答性及び配管内の温度分
布を考慮し，同期振動回避・抑制条件を両立させ
る必要がある。ここで，計装用ウェルの突き出し
長さを以下のように設定した。
�　応答性要求のある温度計
対象となる温度計は以下のとおりである。（　）
内に信号用途を示す。
・蒸発器出口温度計（運転監視，インタロック）
 ：３本／ループ
・過熱器出口温度計（運転監視，インタロック）
 ：２本／ループ
・空気冷却器出口温度計（運転監視，制御，イ
ンタロック） ：２本／ループ

　突き出し長さの設定に当たっては，大型容器の
下流側に位置する，過渡時に配管内の温度分布が
最も生じると想定される蒸発器出口温度計を評価
の対象とした。解析条件として添十事故解析「主
給水管破断事故（原子炉１００％出力運転中に瞬時に
水側の除熱が喪失）」を想定し，温度計設置位置に
おける配管内温度分布を算出した。図４に解析結
果の例を示す。解析結果から，配管内の温度は，
配管壁に近づくにしたがって温度上昇が遅れるこ

サイクル機構技報　No.１７　２００２． １２

技
術
報
告

図３　従来型及び改良型の温度計（閉止キャップ）の概略構造図
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と，配管内の平均温度を常に測定しようとすれば，
管壁から測温部（熱電対素線の先端部）までの長
さを１００mm程度とすることにより，ほぼ全時刻に
わたって平均温度を上回ることが分かった。
　以上のことから，応答性要求のある温度計すべ
てについて，実機で用いる計装用ウェルの突き出
し長さは，１００mm（測温部）に，計装用ウェル先
端板厚等を考慮して１１０mmと設定した。
　なお，空気冷却器出口は，蒸発器出口配管に比
べて配管口径や流速が小さく，蒸発器出口のよう
な温度分布も生じないため，空気冷却器出口温度
計の突き出し長さは短くてもよいが，応答性要求
のある温度計として同じ仕様とした。
�　応答性要求はないが突き出し長さを１１０mm
とする温度計
対象となる温度計は以下のとおりである。（　）
内は信号用途を示す。
・蒸発器出口温度計（運転監視，制御）
 ：２本／ループ

　補助冷却設備空気冷却器待機時に，空気冷却器
出口温度と蒸発器出口温度とほぼ同一となるよう
に補助冷却設備ナトリウム流量制御を行う空気冷
却器出口止め弁バイパス弁に発信する上記温度計
は，応答要求のある蒸発器出口温度計（３本／ルー
プ）とほぼ同じ箇所に設置されていることから，
運転監視上同じ計測性能で温度を計測できるよう

にするため，突き出し長さを１１０mmとした。
・空気冷却器入口温度計（運転監視，制御）
 ：２本／ループ

　補助冷却設備空気冷却器出入口温度差で送風機
風量制御に使用する補助冷却設備空気冷却器入口
温度計についても，応答性要求のある空気冷却器
出口温度計との温度差で制御に使用していること
から同様の計測性能が得られるように，突き出し
長さを１１０mmとした。
�　応答性要求のない温度計
対象となる温度計は以下のとおりである。（　）
内は信号用途を示す。
・中間熱交換器出口温度計（運転監視，インタ
ロック） ：１本／ループ

　本インタロックは，ナトリウム温度が３６０�以上
の運転時，補助冷却設備ナトリウム流量が高とな
ると発信するものである。本温度信号は，ナトリ
ウム流量のインタロックの補助的な条件となるも
のであり，他のインタロックのように直接使用さ
れる信号と異なる。
・過熱器入口温度計（運転監視）
 ：１本／ループ
・中間熱交換器入口温度計（運転監視）
 ：１本／ループ

　応答性要求のない上記温度計は，大型機器（容
器）から離れた配管に設置されているため蒸発器
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図４　突き出し長さ設定のための解析（応答性要求のある温度計）
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出口配管のように径方向温度分布が少ない。これ
らについては，流速を2m/s一様とし上流の配管断
面内に一様なステップ状温度変化（３２５�から３４７
�）を与えた時の配管内温度分布解析結果から，
必要とする突き出し長さを求めた。解析結果を図
５に示す。解析結果から，配管内壁の影響を受け
ないで平均温度を計測するための測温部までの突
き出し長さ（Ｌ）は，配管内半径（Ｒ）の２０％程
度必要である結果が得られた。Ｌは以下の式より
算出する。
Ｌ＝Ｒ×０．２ …（２．２‐１）

　対象となる温度計が設置される２次主冷却系配
管２２Ｂの内半径（Ｒ）は２６９．９mmであることから，
管壁から測温部までの長さ（Ｌ）は約５０mm程度
となる。
　以上のことから，実機で用いる計装用ウェルの
突き出し長さは，５０mm（測温部）に，計装用ウェ
ル先端板厚等を考慮して，６０mmと設定した。
２）計装用ウェル先端板厚，計装用ウェルと熱電
対シースとの両側ギャップ

　設計要求では応答時間（時定数）２０秒を要求し
ている。ただし，この要求は信号処理時間，判定
回路遅れ時間を含む。このため，温度計単体の時
定数は設計上１８秒以内と設定した。この要求を満
足するように，計装用ウェル先端板厚，計装用ウェ
ルとシース（保護管付き）熱電対（以下，シース

略す）との両側ギャップを設定するため，温水中
温度応答性試験を実施した。
　温水中温度応答性試験は，シースを挿入した計
装用ウェルを約０�に保持した後，計装用ウェル
を約１００�の温水中に挿入した時の温度変化から
時定数を求めた。次に，計装用ウェル先端板厚
３．２mmと両側ギャップ０．４mmの試験体を用いた
試験で得られた時定数と解析により得られた計装
用ウェルとシース間の熱抵抗（他の熱伝達経路に
比べて大きく，両側ギャップを大きくするとこの
抵抗が増大する）を基に，両側ギャップ０．４mmで，
計装用ウェル先端板厚（３．２，４．２，５．２mm）をパ
ラメータとした解析を実施した。図６に解析結果
を示す。解析の結果，計装用ウェル先端板厚
４．５mm以下で時定数１８秒を下回ることがわかっ
た。図６の右側縦軸に示したナトリウム中時定数
推定値は，温水に対して，ナトリウムの熱伝達係
数が高いこと，使用温度が高いことによる輻射伝
熱の効果から，温水中よりも時定数が小さくなる。
　次に，この計装用ウェル先端板厚を約３．３mm程
度として，両側ギャップ（０．２，０．３，０．８mm）を
パラメータとした試験を行い，両側ギャップ
０．３mm以下で時定数が１８秒以下となることを確
認した。
　以上の結果から，計装用ウェル先端板厚を
３．２５mm（寸法確認は超音波厚み計等により測定）
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図５　突き出し長さ設定のための解析（応答性要求のない温度計）
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とし，両側ギャップは，応答性を満足しつつ，シー
スの挿入性を確保できる範囲でギャップを小さく
することとし，両側合計ギャップを０．３mm（計装
用ウェル内径を限界ゲージで，シース外径をノギ
スで測定）とした。
　上記の値を最終仕様とした模擬計装用ウェルを
試作し，ナトリウム中での温度応答性試験を行っ
た。図７にナトリウム中温度応答試験装置の概要
を示す。計装用ウェルを所定温度に保持した後，
所定温度に加熱したナトリウムを試験容器内に流
入させて，温度変化を測定した。表２に試験結果
を示す。試験ケースによりバラツキがあるものの，
ナトリウム中時定数は約６～８秒となり，温度計
単体の要求時定数（１８秒以内）に対して余裕を持
って満足することを確認した。
３）温度検出器取付管台と計装用ウェルの隙間
　計装用ウェルの付け根部外径は太いほど剛性が
大きくとれ，流力振動回避に対する余裕が大きく
取れる。しかし，一方では温度検出器取付管台と
計装用ウェルの隙間が狭くなり，加工性，据付性
の課題が出てくる。このため，温度検出器取付管
台内の計装用ウェル付け根部は平行形状とし，外
径は付け根部におけるRの機械加工が可能な隙間
が確保できるように設定し，計装用ウェル付け根
部外径を２１mmとし，温度検出器取付管台との隙
間２mm程度を確保できるようにした。
（３）温度検出器（熱電対）
　熱電対の型式は，耐熱性と温度応答性を考慮し，
ナトリウム温度計として実績のあるシース熱電対
（JIS SK型）とした。シース外径は，細かいほど温
度応答性が良いが，耐熱温度は下がる。計測範囲
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図６　計装用ウェル先端板厚の時定数に及ぼす影響

図７　ナトリウム中温度応答性試験装置の概要

表２　ナトリウム中温度応答性試験結果

ナトリウム中
時定数（秒）目　　　　　的試　験　条　件

６．３EV出口ホットショック
条件３２５�→４２５�（＋１００�）

７．０同上，再現性３２５�→４２５�（＋１００�）

７．５SH出口ホットショック
条件４７０�→５２０�（＋５０�）

６．７同上，再現性４７０�→５２０�（＋５０�）

５．７△Tの影響３２５�→３７５�（＋５０�）

６．５
EV出口ホットショック
条件
個体差の影響

３２５�→４２５�（＋１００�）

６．４
SH出口ホットショック
条件
個体差の影響

４７０�→５２０�（＋５０�）

６．２
EV出口ホットショック
条件
個体差の影響

３２５�→４２５�（＋１００�）

７．４
SH出口ホットショック
条件
個体差の影響

４７０�→５２０�（＋５０�）

（注記）（１）時定数：log10△tT（t）の傾きから求める方法。
ここで△tT（t）＝T（t＋△t）－T（t）。
△tT（t）は，時間ｔから△t秒間の温度変化量であり，
時間ｔに対して，対数プロットした傾きの逆数が時
定数となる。（伊沢著「自動制御入門」より）

　　　（２）EV：蒸発器，SH：過熱器
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が６００�であることから，実機に仕様するシースの
外径は，耐熱性を十分確保でき（常用限度７５０�），
かつ極力温度応答性を良く出来るよう，３．２mm
（シース単体の時定数は１～１．５秒）とした。

２．２．２　ナトリウム漏えいの抑制・確認機能

（１）漏えい抑制機能
　改良型温度計は破損することは考えにくいが，
万一計装用ウェルが破損し，ナトリウムが計装用
ウェル内に浸入しても，そのナトリウムが系外に
漏えいしにくい構造を採ることとした。このため，
従来方式のテーパねじ込み式に比べ気密性の良い
金属ガスケットによるシール継手を採用した。図
８に金属ガスケットはさみ込み方式継手の構造図
を示す。本継手により，温度検出器の挿入後の計
装用ウェルへの固定は，温度検出器自体をねじ込
まないで，ナットのみを締め込むことで可能なよ
うにした。また，ボスと熱電対のシース及びナト
リウム漏えい検出器のシースの隙間は耐熱性の高
いニッケルロウ付けを行い，計装用ウェル内部を
気密構造とした。
（２）漏えい確認機能
　計装用ウェル破損時のナトリウム漏えいを外部
から確認可能とするため，計装用ウェル内に接触
型のナトリウム漏えい検出器を取り付けた。温度
検出器の交換時等の必要に応じ，現場において，
漏えい検出器の導通を測定することによりナトリ
ウム漏えいを確認できるようにした。
　また，計装用ウェル廻りの保温構造は，図３に
示すように，従来，計装用ウェルと温度検出器取
付管台との溶接部が保温材の中にあった。このた
め溶接部からナトリウムが漏えいした場合，漏え
いナトリウムが保温材に留まり，２次冷却系ガス
サンプリング型ナトリウム漏えい検出設備（RID）
では漏えいが検出しづらい構造となっていた。こ

の対策として改良型温度計では，溶接部からの漏
えいに対し，配管のガスサンプリングとしてナト
リウムエアロゾルを検出できるように，保温材の
切り欠き，溶接部を内装板の内側とし，供用期間
中に配管と保温材の隙間（ガス空間）のガスを監
視することで，健全性を常時確認できるものとし
た。

２．３　改良型温度計の設置構造設計

２．３．１　メンテナンス性（温度検出器の交換）

　従来の温度計は，計装用ウェルと温度検出器の
接続箇所が保温材に埋もれる構造であったため，
温度検出器交換時には挿入部が視認しにくい構造
となっていた。このため，改良型温度計では，接
続箇所を保温材の外にして視認性を高め，温度検
出器の取り外し及び挿入が容易な構造とした。図
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図９　温度検出器の挿入概要図図８　ナトリウム漏えい抑制構造
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９に温度検出器の挿入概要を示す。
２．３．２　施工性（計装用ウェルの取付け法）

　図１０に計装用ウェルの取付け構造を示す。計装
用ウェルの取付方式として，既設の温度検出器取
付管台を撤去して配管に計装用ウェルを直接溶接
する方式（つば付き方式）と既設の温度検出器取
付管台を利用して計装用ウェルを交換する方式
（既設管台方式）を検討した。前者は計装用ウェル
付け根部の外径に管台という制約条件がないこと
から，外径を太く（剛性が大きい）することが可
能となり，流力振動評価上はより有利となる。一
方で加工範囲が大きく，工事が大がかりになるこ
と，蒸発器出口部のように５本の温度計が付いて
いる箇所では，計装用ウェルだけを交換するわけ
にはいかず配管ごと交換することになることか
ら，施工性の観点では不利となる。一方，後者は，
計装用ウェル付け根部の外径に対する制約や溶接
検査にやや難はあるものの，既設の温度検出器取
付管台で計装用ウェルの交換が可能であることか
ら，工事作業量が少なく，工程上有利であり工事
期間中のトラブル発生リスクが軽減される。
　以上のことから，計装用ウェルの取付方法とし
ては，既設管台方式でも十分に同期振動回避基準
を満足できること，工事期間中のトラブル発生の
リスクを軽減できる既設管台方式を採用すること
とした。
　図１１に既設の温度検出器取付管台切断位置図を
示す。既設の温度検出器取付管台高さは，配管表
面から約６０mmの位置にある。これに対し，新し
く取り付ける計装用ウェルに必要な管台高さは，
管台脚長（２０mm），溶接熱影響長さ（５mm），
溶接ラップ量（２mm），開先代（２mm）に，施
工誤差（５mm）を考慮すると３４mm以上であれ
ば良い。既設管台の切断位置は２次主冷却系設備
と補助冷却設備によって異なり３７～４２mmとなる
が，既設の管台高さはこれを十分確保できる。
　なお，既設管台方式による工事の施工性につい
ては，モックアップ試験により確認している（４
章参照）。

３．構造健全性評価

３．１　概要

　温度計は，高温のナトリウムが流れる主配管流
路内に突起する構造であり，流力振動や熱荷重，
経年劣化など，その健全性に関して影響を与え得

る要因がいくつか考えられる。これらの要因に対
し，流力振動計算，熱荷重を含めた強度計算及び
その他の要因（機械振動，磨耗，腐食）による評
価を行い，改良型温度計の構造健全性を確認 
した。

３．２　流力振動評価

（１）評価方法
　流力振動評価については，ナトリウム漏えい事
故後に定められた日本機械学会基準「配管内円柱
状構造物の流力振動評価指針」 2）（JSME基準と略
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図１０　計装用ウェルの取付け構造

図１１　既設の温度検出器取付管台切断位置図
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す）に基づき評価を行った。配管内円柱構造物の
流力振動評価フローを図１２に，以下にその概要を
示す。
�　改良型温度計を図１３に示すように多質点のは
り要素モデルに置換し，構造物の基本固有振動
数ｆを算出する。
�　算出された基本固有振動数を基に換算流速
Vr，換算減衰率Cnを算出する。

　ここで，換算流速Vrは（３．２‐１）に示す無次元
流速であり，円柱構造物の基本固有振動数fに対し
て，どの程度の流速かを示すパラメータである。
また，換算減衰率Cnは，円柱構造物の対数減衰率

に円柱構造物と流体の密度比の効果を加味して，
振動のしにくさを表すパラメータとして定義され
たものである（詳しくはJSME基準を参照された
い）。

 …（３．２‐１）

 …（３．２‐２）

ここで，
Ｖ：構造物まわりの平均流速
ｄ：構造物の代表外径
Ｍ：構造物の基本モードに対する一般化質量
δ：空気中における構造物の対数減衰率
ρ：流体の密度，dO：構造物の外径
φO（x）：構造物の基本振動モード関数
Le：流体中の突き出た構造物の長さ
L：構造物の長さ
ｍS（x）：円柱状構造物の単位長さ当たり質量
ｍC（x）：円柱状構造物内包物体の単位長さ当た

り質量
ｍA（x）：排除流体の単位長さ当たり質量

�　上記の式によって算出されたVr，Cnを基にし
て同期振動が回避又は抑制されることを確認す
る。同期振動の回避又は抑制条件は
（a）Vr＜１，（b）Cn＞６４，（c）Vr＜３．３かつCn＞２．５
であり，これを図示すると図１４のようになる。
�　次に流体力による応力を評価するため，定常
抗力による応力（σ D）と流れの乱れによるラン
ダム振動応力（σ R）を算出する。
�　算出された応力σ D，σ Rと配管内圧により発生
する応力とを組み合わせた応力が許容応力以下
であることを確認する。

�　ランダム励振力に対する疲労評価として，応
力集中を考慮した応力振幅（K σ R）が設計疲労
限（σ F）以下であることを確認する。Ｋは応力
集中係数であり，FEM解析により求めると値は
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図１２　流力振動評価フロー2）

No

No

Yes

No

Yes

図１３　多質点のはり要素モデル

温度検出器取付管台 計装用ウェル 温度検出器 端子箱



１２

２．４となる。
（２）評価結果
　表３に温度計の流力振動評価のまとめ表を示
す。すべての改良型温度計は，各振動モードにお
いて，換算流速Vrが１を下回るか，または，換算
減衰率Cnが６４を上回っていることから同期振動
を回避または抑制していることを確認した。さら
に，定常抗力による応力とランダム振動による応
力の組み合わせ応力が応力制限値を下回ること，
及びランダム励振力による疲労振幅が設計疲労
限3）を下回ることから，流力振動に対する強度評価
を満足していることを確認した。

３．３　強度評価

（１）評価方法
　強度評価では，機械的荷重条件（圧力，自重，
地震，流体抗力），温度条件（通常時，過渡時のプ
ラント状態における冷却材温度）を考慮した。図
１５に，一例として，通常運転状態の荷重ヒストグ
ラムを示す。熱過渡サイクルの中で，圧力，自重，
流体抗力については一定の荷重とし，地震荷重は，
最も厳しい時点に１回重ね合わせた。このような
条件の下，一次応力，二次応力，ひずみ，クリー
プ疲労損傷値等を求め，改良型温度計の強度評価
を行った。ここで，評価は，「ナトリウム冷却型高
速増殖炉発電所の原子炉施設に関する構造等の技

術基準」 4）（構造等の技術基準と略す）及び「高速
原型炉第１種機器の高温構造設計指針」 5）（BDSと
略す）に従った。
　改良型温度計の強度評価断面を図１６に示す。評
価断面は応力が高くなる構造不連続部の４箇所
（温度検出器取付管台と配管の溶接部，管台と計装
用ウェルの溶接部，計装用ウェルの付け根部，計
装用ウェルテーパ開始部）の内外面とした。境界
条件は，配管外面と計装用ウェル内面を断熱境界，
配管内面と計装用ウェルテーパ面を熱伝達境界と
し，管台と計装用ウェルの間隙部は計装用ウェル
の付け根部でナトリウムが滞留するため，ナトリ
ウムの出入りがないものとした。
（２）評価結果
　表４に強度の評価結果まとめ表を示す。この表
では，最もSn（一次＋二次の応力強さ範囲）が高
い断面1‐OUT（温度検出器取付管台と配管の溶接
部の外面）と計装用ウェルの中の評価断面で最も
Snが高い断面4‐IN（計装用ウェルテーパ開始部の
ナトリウム接液面）を示している。また，評価は
全ての改良型温度計について強度評価を実施した
が，ここでは，ナトリウム漏えい事故原因となっ
た中間熱交換器２次側出口ナトリウム温度計を例
として示している。
　以上の強度評価の結果，改良型温度計に発生す
る応力は小さく，一次応力，二次応力，ひずみ，
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図１４　同期振動の回避，抑制条件2）

（注記）（１）換算流速Vr：固有振動数と発生渦の同期のしやすさを表す指標
（管内流速が大きいほど，また温度計の直径が小さいほど数値が大きくなる）
換算減衰率Cn：振動のしにくさを表す指標
（大きいほど振動が抑えられる）

　　　（２）記号（o）は中間熱交換器２次側出口ナトリウム温度計を示す
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表３　温度計の流力振動評価まとめ表

流力振動に対する強度評価結果
単位（N/mm2）各振動モードにおける同期振動の回避または抑制に関する評価結果

温 度 計

疲　労　評　価応　力　制　限

評　
　

価

同期振動の回避
または抑制

換　算
減衰率
Cn

換算
流速
Vr

最高使
用温度
（�）

突き出
し長さ 
（mm） 

固有振
動　数
（Hz）

振　動
モード 評　価

ＫσR

＜σF

設　計
疲労限
σF

応力
振幅
ＫσR

評　価
Σσ＜
σ

応　力
制限σ
（１．５S０）

組み合
わせ応
力Σσ

条件（c）
Vr＜３．３
かつ
Cn＞
２．５

条件
（b）
Cn＞
６４

条件
（a）
Vr＜
１

合格７１７合格１４５９

合格－○－３４０３．７

５２５６０

１４０１次
中間熱交換器２
次側出口ナトリ
ウム温度計

合格－－○５．１０．７７９０２次

合格－－○０．０５９０．４２１３３０３次＊

合格７１７合格１４５９

合格－○－３４０３．７

５２５６０

１４０１次
過熱器入口ナト
リウム温度計 合格－－○５．１０．７７９０２次

合格－－○０．０５９０．４２１３３０３次＊

合格７４１４合格１５１１７
合格－○－７８３．６

４９０１１０
１５０１次過熱器出口ナト

リウム温度計 合格－－○０．０７１０．７６７１０２次＊

合格１０１１３合格１６４１６
合格－○－７５３．３

３４５１１０
１６０１次蒸発器出口ナト

リウム温度計 合格－－○０．０７１０．７１７４０２次＊

合格１０１６合格１６４８

合格－○－３２０３．４

３４５６０

１５０１次
中間熱交換器２
次側入口ナトリ
ウム温度計

合格－－○５．２０．６４８２０２次

合格－－○０．０５７０．３８１４００３次＊

合格７１１合格１４５１
合格－－○７４０．４７

５２５１１０
１４０１次補助冷却設備空

気冷却器入口ナ
トリウム温度計 合格－－○０．０７７０．１７００２次＊

合格１０１１合格１６４１

合格－－○１３００．５６

３４５１１０

１１０１次
補助冷却設備空
気冷却器出口ナ
トリウム温度計

合格－－○０．２８０．１６５０２次

合格－－○０．０６７０．０８７９０３次＊

（注記）○は条件を満足することを示す。－は計算または判定を実施する必要がないことを示す。Soは最大許容応力強さを示す。
　　　　＊は流体中で最も振れる振動モードを示す。

図１５　設計条件での荷重ヒストグラム

図１６　強度の評価断面
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クリープ疲労損傷のいずれもBDSの許容値を満
足していることを確認した。

３．４　その他の要因に対する健全性の評価

（１）機械振動
　温度計の近傍部には，有害な機械振動を発生す
るポンプ，ブロア等の回転機器は存在せず，振動
の発生要因はない。ここでは，温度計近傍部以外
の機械振動源として２次主冷却系配管に直結した
２次主循環ポンプが加振源となる場合を想定し
た。ポンプの回転速度は約１，１００rpmであることか
ら，回転による振動の周波数は約１８Hzとなり，改
良型温度計の基本固有振動数は表３に示すよう
に，計装用ウェル先端が振れる振動モードでの最
低値７００Hzより十分小さく，同期振動を回避して
いる。

　また，ポンプ圧力脈動は大型の機器や弁等の内
部に入ると緩和され，その影響は無視できるもの
と考える。
　なお，ここで，２次主循環ポンプ羽根車の羽根
きりによる圧力脈動を求めると，羽根きりによる
周波数は，次式により求まる。
　周波数＝回転速度×羽根枚数
　　　　＝（１，１００rpm／６０）×７枚＝１２８Hz
　なお，１００％定格流量時の回転速度は約９４０rpm
であることから，上記値よりさらに低くなる。し
たがって，羽根きりによる圧力脈動も温度計の基
本固有振動数（流体中で計装用ウェル先端が最も
振れる２次又は３次モードでの振動数）の最低値
７００Hzより十分小さく，同期振動を回避している。
なお，羽根きりによる周波数は１次モードの固有
振動数に近いため，圧力脈動（ポンプ揚程の３％
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表４　強度の評価結果まとめ表（中間熱交換器２次側出口ナトリウム温度計）

単位（応力：N/mm2）

注記
（１）（　）内の値は，許容値又は判定値を示す。
（２）評価法の区分の記号の意味は，次のとおりである。

Ａ　　 ：一般規定の場合
Ｂ　　 ：長期一次応力が低い場合
Ｃ　　 ：クリープ効果が顕著でない場合

（３）P’＋Q’＝＜PL＋PL＊＋（Pb＋Pb＊）/Kt＞max＋＜Q＋Q＊＞R

PL，PL＊：長期，短期の一次局部膜応力
Pb，Pb＊：長期，短期の一次曲げ応力
Kt　　  ：設計係数
Q，Q＊　  ：長期，短期の二次応力（＜＞R：応力範囲）

（４）累積非弾性ひずみの許容値は溶接部では１/２とする。
（５）記号：説明を以下に示す。
・So     ：最大計容応力強さ
・η 　  ：「構造等の技術基準」第３２条に定める継手効率（＝１）
・Pm  ：長期の一次一般膜応力
・Sn＊ ：短期（一次＋二次）応力強さ範囲

断面4‐IN断面1‐OUT評 価 断 面

１（９７）２６（９７）Pm（Soη）

一次応力の制限（設計条件） １（１４５）３０（１４５）PL＋Pb（１．５Soη）

合格合格判定

ＢＢ評 価 法 の 区 分

１（２９０）１４（２９０）Sn＊（3SmH）

一次＋二次応力の制限

ひずみの制限

８７（１９３）１５３（２００）Sn（3Sm）

－（－）－（－）Sn（βs（3Sm））

－（－）－（－）Sn’（3Sm）

－（－）－（－）P’＋Q’（Sa）Sa制限

０．０００（０．０１０）０．０００１（０．００５）εEC＋εmEF（０．０１）
累積非弾性ひずみの制限

０．０００（０．０２０）０．０００１（０．０１０）εEC＋εmEF＋εbEF（０．０２）

１（７１９）１９（７１９）Sn＊（βs（3SmH））
運転状態Ⅳに関する制限

ＥＥ領域（E，S1，S2，P）

０．０００．００Df

クリープ疲労損傷の制限 ０．３１０．３１Dc

０．３１（０．６０）０．３１（０．６０）Df＋Dc（Ｄ）

・3SmH：最高使用温度に対する設計応力強さの３倍
・Sn＊：（一次＋二次）応力強さ範囲
・3Sm：応力緩和を考慮したシェイクダウン基準値
・βs　：進行性ひずみの防止に係わる設計係数（＝２．５）
・Sn’ ：熱曲げ応力を除く（一次＋二次）応力強さ範囲
・Sa’  ：Min［１．２５St；１０4hr，Sy］

St：設計応力強さ（時間依存）
Sy： 設計降伏点

・εEC　　    ：促進クリープひずみ
・εmEF　      ：長期二次膜応力により生じる弾性追従ひずみ
・εbEF　　　：長期二次曲げ応力により生じる弾性追従ひずみ
・領域Ｅ　　：弾性領域
・領域S1，S2：シェイクダウン領域
・領域Ｐ　　：塑性サイクル領域
・Df　　　　：累積疲労損傷係数
・Dc　　　  　：累積クリープ損傷係数
・Ｄ　　　　：累積クリープ疲労損傷係数の制限値
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と仮定）の励振力による温度計の応力振幅を評価
した結果，設計疲労限の０．０５％以下であり，健全
性に影響を及ぼすものではない。
（２）磨耗
　計装用ウェルと管台部の間には隙間を設ける設
計としており，接触による磨耗が生じない構造と
している。ここでは，計装用ウェルの振動による
管台との接触を評価する。流力振動計算により算
出した計装用ウェル先端のランダム振動変位振幅
を表５に示す。
　ここでランダム振動変位振幅：yRは以下の式で
算出される。

 …（３．４‐１）

ここで，
C０： ２乗平均値からピーク値への換算係数
β ０： 基本振動モードの刺激係数
Ｇ：単位長さ当たりのランダム励振力のパワー

スペクトル密度
Ｍ：付加質量を含む構造物単位長さ当たり一般

化質量
ｆ：基本固有振動数
ξ：空気中における構造物の臨界減衰比
ξ f：流体減衰
ｘ：構造物の軸方向距離
　振幅は最大でも約３０μ mであり，無視し得る小
さなものである。したがって，管台内に位置する
計装用ウェルの付け根部の振幅は，これよりさら
に小さくなることから管台と接触することはな
い。
（３）腐食
　ナトリウムによる腐食量（RL）は「高速原型炉

高温構造設計指針材料強度基準等」6）で採用してい
る以下の式から算出される。

　RL　 　＝Ｒ×Ｌ …（３．４‐２）
log10R＝０．８５＋
log10R＝１．５×log10C０ －３．９×１０3/（T＋２７３）
 …（３．４‐３）

ここで，
Ｒ：腐食速度（mm／年）
Ｌ：プラント寿命（３０年）
C０ ：酸素濃度（１０ppm）
Ｔ：最高温度（５２５�）

　上式で算出される腐食量（RL）は約０．０９mmと
なる。
　また，規格計算による必要板厚は以下の（３．４‐
４）式から０．２４mmとなる。この値に腐食量
（０．０９mm）を加えると，約０．３３mmであり，計装
用ウェル先端の最小板厚３．１５mm（公称板厚
３．２５mmから厚さの許容差０．１０mmを引いた値）
に比べて十分小さな値であり，ナトリウムによる
腐食は問題ない。
　top＝3PeDo/4B …（３．４‐４）
（外圧作用時の必要板厚計算式（構造等の技術基
準　第５８条第１項第２号））

ここで，
top：外圧作用時の必要板厚（mm）
 Pe：最高使用圧力［内圧］（MPa）
 Do： 管の外径（mm）
 Ｂ：構造等の技術基準の別図１２ステンレス鋼
（SUS304）から求めた値（MPa）

４．試験，モックアップ試験による確認

　改良型温度計の設計を目的として，温度計の打
振試験，流力振動水試験を実施している。また，
計装用ウェルの加工法，既設管台への取付法につ
いてモックアップ試験を実施し，設計及び製作，
工事方法の妥当性を確認した。

４．１　試験の概要

（１）温度計の打振試験
　改良型温度計を模擬した試験体に対して打振試
験を実施し，固有振動特性を測定するとともに，
温度計の減衰特性を調査した。
　打振試験の計測位置を図１７に示す。温度計を実
機相当配管（２２Ｂ）に設置し，各計測位置（計装
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表５　計装用ウェル先端のランダム振動変位振幅

 （計算値）

最大振幅（μｍ）温　　　度　　　計

７中間熱交換器２次側出口ナトリウム温度計

７過熱器入口ナトリウム温度計

３０過熱器出口ナトリウム温度計

２６蒸発器出口ナトリウム温度計

５中間熱交換器２次側入口ナトリウム温度計

０．２補助冷却設備空気冷却器入口ナトリウム温度計

０．１補助冷却設備空気冷却器出口ナトリウム温度計
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用ウェル先端部，計装用ウェルネジ部近傍，温度
検出器ニップル部）に加速度計を取り付けて，計
装用ウェルネジ部近傍をハンマにより配管軸方
向・軸直方向に打振し計測した。打振試験結果を
表６に示す。１次モード（端子箱が卓越振動モー
ド）の臨界減衰比ξは温度検出器（シース無し：
最も臨界減衰比ξが小さくなる条件）を取付けた
状態で約０．７７～１．５％であり，流力振動評価に使用
した値０．３％は保守側であることを確認した。ま
た，固有振動数ｆについては，温度計にとって重
要な計装用ウェル先端が主に振れる２次モード及
び３次モードの測定値は，解析値に対して，最大
でも６．９％の範囲の差異である。６．９％の差異を考
慮した流力振動評価を実施し，換算流速Vrが判定

値以下であることを確認している。
　なお，今回の改良型温度計の設計においては，
臨界減衰比ξは，計装用ウェル先端が最も振れる
振動モードである２次モード及び３次モードでは
一般的構造物での最小値としての０．０５％7）の値を
用いて流力振動評価を行い，流力振動基準を満足
することを確認している。
（２）流力振動試験
　実機ナトリウム温度２００�，３２５�，５０５�のレイ
ノルズ数（Re数）に相当する３種類の水温条件下
にて，実機定格流量５．５m/sにおける定常試験，
及び流速１～８m/sの範囲における流速スィープ
試験を実施し，その流力振動挙動を計測した。試
験の結果，実機運転条件を包絡する流速領域にお
いて同期振動が見られないことを確認した。また，
加速度計測値より算出した計装用ウェル先端及び
温度計端子箱の振動振幅は設計から算出される振
幅よりも小さく，構造健全上問題ないレベルであ
ることを確認した。

４．２　モックアップ試験の概要

（１）計装用ウェル加工性試験
　計装用ウェルの加工寸法精度が流力振動や強度
の健全性評価に影響するため，過去の製作実績等
を考慮して，加工手順を検討・策定した。基本的
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図１７　打振試験の計測位置

表６　打振試験結果

固有振動数（Hz）
１次モ－
ドの臨界
減衰比
（％）

打振
　方向＊3

温度検出器
　形　状＊2

計装用ウェル

試験 
番号

３次モード２次モード１次モード突き出
し長さ
（mm）

試験体
番号＊1

差異＊4解析試験差異＊4解析試験差異＊4解析試験

－－－１．５％８１２８００２．４％１７０１６６１．０９３直角方向Ｓエレメント１１０A1１

－－－３．９％８１２７８１２．４％１７０１６６１．０２３直角方向Ｓエレメント１１０A2２

６．９％１，５７２１，４７０１．４％８５５８４４０．９％１６７１６５１．５１５直角方向Ｓエレメント６０Ｂ３

－－－３．４％８２１７９４３．９％１７８１８５０．８１９軸方向Ｓエレメント１１０A1４

－－－６．４％８２１７７１４．４％１７８１８６０．７７０軸方向Ｓエレメント１１０A2５

６．９％１，５７２１，４７００．３％８７１８７３４．８％１７５１８４１．２２７軸方向Ｓエレメント６０Ｂ６

３．３％８８４８５６３．０％６８６６６６０．１％１２１１２１１．１５５直角方向Ｗエレメント１１０A1７

４．０％８８４８５０２．７％６８６６６８１．５％１２１１２３１．１４３直角方向Ｗエレメント１１０A2８

３．９％８８５８５１０．５％７０５７０１２．６％１３１１３４０．９４９軸方向Ｗエレメント１１０A1９

４．２％８８５８４９０．２％７０５７０３２．６％１３１１３４０．９３５軸方向Ｗエレメント１１０A2１０

（注記）＊1：試験体A1，A2（２体：個体差確認のため）は突き出し長さ１１０mm，試験体Ｂは突き出し長さ６０mm
（注記）＊2：Ｓ（シングル）エレメントは熱電対素線が１組，Ｄ（ダブル）エレメントは熱電対素線が２組
（注記）＊2：�１１０mmとＳ（シングル）エレメントの組み合わせで，過熱器出口，蒸発器出口，空気冷却器入口の温度計を模擬
（注記）＊2：�６０mmとＳ（シングル）エレメントの組み合わせで，中間熱交換器出入口，過熱器入口の温度計を模擬
（注記）＊2：�１１０mmとＷ（ダブル）エレメントの組み合わせで，空気冷却器出口の温度計を模擬
（注記）＊3：水平配管に対して直角方向と軸方向
（注記）＊4：試験と解析との差異
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な手順として，計装用ウェル内径（φ３．５mm）加
工は，ガンドリル（中心に切削油注入孔があり，
先端部から流出した油とともに切屑がドリル外側
のシャンク溝を通って外部に排出される）のブレ
を小さくするために肉厚の厚い最初の工程で実施
することとし，ガンドリル芯を基準として外径加
工することにより偏肉を防止することとした。ま
た，最終工程でネジ部を加工することとし，損傷
による再加工を防止することとした。これらの加
工方案に基づき，加工性確認試験を実施した。加
工後の試験体寸法測定の結果，主要寸法（計装用
ウェル付け根部外径，先端部外径，計装用ウェル
全長，計装用ウェル耐圧部長さ）は許容公差内で
良好に加工できることを確認した。
（２）管台取付法確認試験
　計装用ウェルの交換作業は基本的にプラバック
内で作業を行うものとし，交換作業中に系統内へ
空気が混入することを防止する計画である。計装
用ウェルの既設の温度検出器取付管台への取付法
確認のために，実機と同様の２２Ｂ配管に既設の温
度検出器取付管台を取付けた試験体を使用し，既
設の温度検出器取付管台の切断作業性，開先加工
性，計装用ウェルの溶接性を確認する試験を実施
した。
�　切断作業
　既設の温度検出器取付け管台の切断は，スペー
サを取り付け，所定の深さ以上に切れないように
工夫したロールカッタを使用した。プラバッグを
用いずに行う１次切削，プラバッグ内で行う２次
切削，いずれも問題なく行えることを確認した。
�　開先加工
　開先加工機は，温度検出器取付管台内面から加
工機が支持できるようにした温度計専用の加工機
を用いた。駆動方式は，電動式に比べて，小型で，
回転数の微調整が可能なエアーモータ方式を採用
することとした。試験の結果，加工時の振動もな
く安定した加工ができること，エアーモータの起
動・停止操作もバルブのエアー量調整で問題なく
制御できること，及び仕上がりの開先寸法も所定
の精度で加工できることを確認した。
�　溶接試験
　計装用ウェルの配管内への突き出し長さは，計
装用ウェル溶接開先から計装用ウェル先端までの
長さと，配管内面から温度検出器取付管台溶接開
先までの長さ，及び溶接縮み代で算出される。溶

接後の縮み代を測定した結果，１～２．５mmであり，
突き出し長さの公差（±５mm：この値に対する
流力振動評価及び温度計測性評価は別途実施済
み）以内であることを確認した。また，溶接後の
計装用ウェルと温度検出器取付管台隙間（配管内
面位置）を測定した結果，最小１．４mmであり，計
装用ウェルと管台が接触しないことを確認した。
さらに，溶接部での計装用ウェルと管台の隙間を
確認するため，外部線源による放射線透過試験
（RT）を行い，計装用ウェルと温度検出器取付管
台との隙間の検査が可能なことを確認した。

５．まとめ

　「もんじゅ」の２次主冷却系のナトリウム漏えい
事故の直接の原因となった計装用ウェルの流力振
動による破損にかんがみ，同種の事故の再発を防
止するために２次主冷却系設備及び補助冷却設備
の改良型温度計の設計を行った。
（１）計装用ウェルは，測定上要求される温度計測
性能と同期振動の回避・抑制を満足する構造と
するため，従来，約１８６mmある計装用ウェルの
突き出し長さを１１０mmないしは６０mmに短尺
化し，段付き形状であった計装用ウェルをテー
パ形状とした。
　また，温度検出器は計装用ウェル内部に浸入
したナトリウムの漏えい抑制と漏えい確認が可
能な構造とした。

（２）最終的に構造検討した改良型温度計について
流力振動評価及び強度評価等を行い，構造健全
性が確保できることを確認した。

（３）温度計の打振試験，流力振動試験を実施し，
固有振動数，振動特性等の設計が妥当であるこ
とを確認した。また，モックアップ試験により
計装用ウェルの加工，既設の温度検出器取付管
台への溶接が問題なく行えることを確認した。
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